
別添４−５ 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 
「感染症危機対応医薬品等の利用可能性確保に関する研究」 

分担研究報告書 
 

感染症危機対応としての診断技術の利用性確保に関する検討 
 
  研究分担者 吉村 和久  東京都健康安全研究センター 所長（地方衛生研究所全国協議会会長） 
  研究協力者 貞升 健志  東京都健康安全研究センター 微生物部長 
 

研究要旨 

パンデミックに係る病原体検査においては、国立感染症研究所（感染研）と全国の地方衛生

研究所（地衛研）が相互に連携し、迅速に新規の病原体検査を実施する検査体制を保持して

いる。今後発生する新たな感染症対応も同様の対応で構築されねばならない。COVID-19 を経

験し、新たな感染症による被害を最小限に防ぐためには、パンデミック対策やバイオテロ対

策等を含め、地衛研の更なる強化が重要な鍵となる。そのためには、検査試薬等の消耗品の

備蓄や検査機器の定期的な更新を含めた戦略的な計画を継続していく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 
本研究では、公衆衛生上重要な感染症の検査を

全国規模で正確かつ迅速に行うことに焦点を当て

研究を実施する。全国における感染症検査におい

ては、国立感染症研究所（感染研）と全国の地方

衛生研究所（地衛研）が相互に協力し、迅速に新

規の病原体検査を実施できる検査体制を整備して

いる。しかしながら、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）のような、新規感染症が長く継続す

ることをこれまでは想定していなかったため、長

期間継続の検査が実施できる体制の整備が重要と

なる。 
本研究では、感染症危機対応としての地衛研側

から見た診断技術の利用性確保（機器の整備、備

蓄等）に関する項目を COVID-19 の経験等から検

討する。 
 

Ｂ．研究方法 

本年度は全国の地衛研等におけるアンケート調

査を中心に、地衛研における健康危機管理時に必

要な検査に係る要素を検討した。 

 

（倫理面の配慮） 
 本研究は臨床検体を用いない研究であるため、

倫理面での問題は生じない。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 地衛研における遺伝子関連検査機器の導入状況 
アンケート調査の結果から、地衛研における検

査機器の新規導入は、2020 年１月に対応すること

となった新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の検査を契機に、約 4 割の地衛研が新規に導入し

た（図１）。機器の内訳としては、PCR 検査機器や

リアルタイム PCR であり、全自動核酸検査機器等

の大型機器の導入は少なかった。また、自動核酸

抽出装置や次世代シークエンサーの導入も多く、

コロナ禍において新規に設置された割合が多かっ

た（図２）。一方で、抗原定量検査機器を保有する



地衛研は少ないが、保有機関のほとんどはコロナ

対応を主目的で導入していた。 
 

2. 備蓄・購入量を増やした試薬 
新型コロナウイルス検査対応で重要な要素では

試薬の備蓄が重要な要素の一つであり、各地衛研

の健康危機対処計画でも盛り込まれつつある。 
このような中、備蓄・購入量を増やした試薬は、

核酸抽出試薬、リアルタイム PCR 試薬や次世代シ

ークエンサー試薬であった（図３）。また、新型コ

ロナウイルス検査対応以外でも備蓄を増やしてい

る傾向が認められており、特に、エムポックスに

ついては、感染研と地衛研の連携で、全国的に整

備した経緯がある。 
 

3. 試薬・キットの海外輸入品の割合 
試薬・キットの海外輸入品の割合においては、

地衛研では検査用試薬や資材については、海外輸

入品の割合が高く、特に核酸抽出試薬・キットで

は輸入品 9 割と回答していた（図４）。 
 

4. コロナ禍に不足した試薬や備品 
コロナ禍の第１波と最大負荷時に不足した試薬

や備品は、第 1 波では核酸抽出試薬やマイクロピ

ペット用チップの不足が検査に影響し、最大負荷

時にはマイクロピペット用チップの不足による検

査への影響が比較的高かった（図５、６）。試薬や

備品以外で、不足した消耗品を図７に示した。第

1 波では、検体採取容器や消毒用アルコールなど

が挙げられ、最大負荷時には消毒用アルコールは

挙がらなかった。 

 

Ｄ．考察 
 COVID-19 出現以降、エムポックス等の感染症

が発生し、新たな感染症の発生が次々に発生する

時代になっている。このような中で、感染症の拡

大を最小限に封じ込めるのは、全国における迅速

な検査体制の整備かつ検査の事前準備にある。 

今回、アンケート調査からも明らかなように、新

型コロナウイルス検査対応で、新たな機器を導入

した地衛研が多い。また、このような危機管理に

は、試薬等の備蓄が必要であるが、初期対応と最

大負荷時には微妙に枯渇するものが違ったため、

フェーズ毎に注意する必要性が示唆された。 
次なる感染症に備えた地衛研における準備をこの

機会に堅実に実施していかなければならない。 
備品の寿命は 10～15 年である。今回導入した機

器については、各地自治体で定期的に更新してい

く必要があり、それらの予算が削減されないよう

にしていかなければならない。また、試薬等の備

蓄についても、年々予算が削られることがないよ

うに、必要性を含めて毎年計上していく必要があ

ると同時に、現場においても実践型訓練等で期限

間近のものを消費する等、ロスが最小限になるよ

うに検討するべきと考える。 
 中長期的な展望では、チップ等の消耗品のみな

らず、検査試薬や検査機器の国産化を継続的に実

施していく国策も必要と思われた。 

 

Ｅ．結論 
 パンデミックに係る病原体検査においては、感

染研と全国の地衛研が相互に連携し、迅速に新規

の病原体検査を実施する検査体制を保持している。

今後発生する新たな感染症対応も同様の対応で構

築されるであろう。COVID-19 を経験し、新たな

感染症による被害を最小限に防ぐためには、パン

デミック対策やバイオテロ対策からの地衛研の更

なる強化が重要となる。 
そのためには、検査試薬等の消耗品の備蓄や検査

機器の定期的な更新計画を含めた戦略的な計画を

今後もしっかりと継続していく必要がある。 
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図１ 検査機器の保有／導入状況（地方衛生研究所） 

 

 

 
図２ 検査機器の保有／導入状況（地方衛生研究所） 

 
 

 
 
 
 



 

 
図３ 備蓄・購入量を増やしている試薬（地方衛生研究所） 

 

 

 

図４ 試薬・キットの海外輸入品の割合（地方衛生研究所） 

 



 

 

図５ コロナ禍【第１波】に不足した試薬や備品（地方衛生研究所） 

 

 

 

図６ コロナ禍【第１波】に不足した試薬や備品（地方衛生研究所） 

 



 

 
図７ 特に不足して検査に影響が出たもの（地方衛生研究所） 

 

 
 


